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平成２６年度事業報告書 

 

１ 国家試験・免許登録事業 

（１）試験事業 

ア 試験委員会開催 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第 3条の 

4 及び同条の 23 に基づき、平成 26 年 7 月 24 日に方針決定・出題依頼会 

議を開催し、第 23 回あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師国家 

試験の実施要綱を定めた。 

以降、問題選定会議、問題決定会議、問題検閲会議及び問題校正会議を

開催し、国家試験問題を作成した。 

国家試験終了後には、問題審査・合否決定(案)会議を開催し、最終合否

案を決定した。 

また、震災等による再試験に備え、再試験問題を作成した。 

   

  イ 国家試験の官報公告 

    平成 26 年 9 月 1 日第 23 回の「あん摩マッサージ指圧師国家試験の施

行」「はり師国家試験の施行」「きゅう師国家試験の施行」及び「あん

摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師国家試験委員」が厚生労働大

臣名で公告された。 

 

  ウ 国家試験実施日 

平成 27 年 2 月 21 日（土） あん摩マッサージ指圧師国家試験 

  平成 27 年 2 月 22 日（日） はり師、きゅう師国家試験 

     

  エ 試験地 

  晴眼者試験会場 

   あん摩マッサージ指圧師･･･宮城、東京、愛知、大阪、香川、鹿児島 

はり師、きゅう師･･･北海道、宮城、東京、新潟、愛知、大阪、広島、 

香川、福岡、鹿児島、沖縄 

    視覚障害者会場 

    あん摩マッサージ指圧師･･･各都道府県 

はり師、きゅう師･･･各都道府県 

（前年度までは少数受験者会場の統廃合を実施してきたが、今年度か 

ら全都道府県で試験を実施した。） 

 



  オ 試験方法 

筆記試験・点字試験、いずれも客観式四肢択一で実施 

 

カ 合格発表 

  平成 27 年 3 月 27 日（金）14 時に、厚生労働省及び財団において合格

者の受験地、受験番号を掲示するとともに、ホームページにおいて合格

者の受験地、受験番号（音声対応）で公表した。なお、同時に正答肢（音

声対応）も厚生労働省及び財団のホームページにおいて公表した。 

  

キ 試験の結果 

試 験 種 類 受験者数 合格者数 合格率 

あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師 1,792 人 1,549 人 86.4％ 

はり師 4,976 人 3,808 人 76.5％ 

きゅう師 4,893 人 3,773 人 77.1％ 

 

（２）免許登録事業 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第 3 条の 3

の登録事務及び免許証の交付等を次のとおり行った。 

区  分 免許登録  訂正・書換 再交付   消除 

あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師 1,433 人 441 人 221 人 42 人 

はり師 3,863 人 835 人 268 人 36 人 

きゅう師 3,878 人 829 人 253 人 37 人 

 

（３）厚生労働大臣免許保有証発行に向けた検討 

    下記委員会にて発行に向けた諸課題を検討した。 

検討委員会の開催（平成 26 年 6 月 17 日） 

第 1回作業部会の開催（平成 26 年 10 月 2 日） 

第 2回作業部会の開催（平成 27 年 1 月 21 日） 

 

２ 生涯研修事業 

関係団体及び関係学会が実施している生涯研修会に、当財団が研修課程 

（医学教養、基礎医学、臨床）の単位数を定め、25単位以上を取得した者に

対し、理事長名の生涯研修修了証書を交付した。また、生涯研修修了証書を



8年間で5回取得した者に対しては、理事長表彰状を交付した。 

 

（１）生涯研修受講者数（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

  受講者           13,837 人 

  修了証書交付者数    1,433 人 

 

（２）理事長表彰者数（平成 26 年 10 月表彰） 

     1 回目表彰者数      105 人 

     2 回目表彰者数       40 人 

 

（３）作業部会の開催 

 生涯研修実施作業部会（第 1回）の開催（平成 26 年 9 月 5 日） 

 議題：財団共催の生涯研修指定教材の見直し等について 

 

（４）生涯研修検討委員会の開催（平成 26 年 11 月 18 日） 

    議題：財団共催の生涯研修指定教材の見直し等について 

 

（５）財団共催の生涯研修会の実施 

関係団体及び関係学会が実施している生涯研修会に財団が共催で加わ

り、財団が作成した「財団共催の生涯研修指定教材（CD）」に沿って、全

国 13 ヶ所で研修を行った。 

 

３ 研究助成事業                    

（１）鍼灸等研究推進委員会の開催（平成 26 年 6 月 3 日） 

    平成 25 年度案件に関する申請者からの報告 

 

①我が国における鍼灸療法の受療状況に関する調査研究 その２   

－鍼灸療法の市場規模と認知状況について－ 

②骨盤位の鍼灸治療の安全性と有効性の検討、および治療指針素案の作 

成に関する研究－多施設症例集積とランダム化比較試験 

③鍼灸は妊婦の安産に貢献できるのか 

－温灸療法が妊婦の分娩およびＱＯＬに与える効果－ 

④鍼灸文献データベースのコンテンツと利便性の改良に関する研究 

⑤開業鍼灸師・大学教員・医療機関の病鍼連携による鍼灸臨床研究 

プログラムの開発－がん化学療法の副作用に対する鍼治療の効果－ 

 

平成 26 年度案件の採択：13 件の公募案件から選考を行い、下記 7 課題



に決定した。 

 

 ①訪問マッサージが心身状態とＱＯＬに及ぼす効果に関する研究 

②慢性膝痛に対するマッサージ療法の有効性の検討      

③鍼灸文献データベースのコンテンツと利便性の改良に関する研究      

④我が国における鍼灸療法の受療状況に関する調査研究 

－主として受療意向について－ 

⑤接触鍼（テープ鍼）による筋活動の変化 

－接触鍼の軽微な皮膚刺激が痙性麻痺患者の筋活動に及ぼす効果およ 

びそれを裏付ける神経生理学的解析－ 

⑥身体の動きを指標とするＭ-Ｔｅｓｔを用いたスポーツ選手のコンデ 

ィション評価および鍼治療実施の有用性の検証 

⑦はり師・きゅう師養成機関に在籍する学生のスポーツトレーナーに対 

する意識調査 

 

４ 理事会及び評議員会の開催 

平成 26 年 5 月 29 日（木） 

平成 26 年度第１回理事会 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  平成 25 年度事業報告書及び収支決算書の承認 

報告事項  平成 25 年度第 2回理事会以降の理事長・常務理事の執務執

行状況、第 22 回国家試験受験者数及び合格者数、財団共催

の生涯研修実施状況     

 

平成 26 年 6 月 17 日（火） 

平成 26 年度第 1回評議員会 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  平成 25 年度事業報告書及び収支決算書の承認 

      役員及び評議員の退任に伴う選任 

    報告事項  第 22 回国家試験受験者数及び合格者数、財団共催の生涯研 

修実施状況 

 

平成 26 年 6 月 17 日（火） 

 平成 26 年度臨時理事会 

  開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

  決議事項  理事長及び常務理事の選任 

 



平成 26 年 9 月 5 日（金） 

 平成 26 年度臨時理事会（書面表決） 

  決議事項  試験事務規程の改定 

 

平成 26 年 11 月 6 日（木） 

 平成 26 年度臨時理事会（書面表決） 

   決議事項  規程の新設及び改定 

         基本財産等の運用 

         厚生労働大臣免許保有証の発行 

   報告事項  平成 26 年度上半期財務状況 

 

平成 27 年 2 月 18 日（水）  

平成 26 年度第 2回理事会 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  平成 27 年度事業計画書及び収支予算書の承認 

定時評議員会の日時及び場所並びに目的である事項等 

         規程の新設及び改定 

         基本財産等の運用 

報告事項  第 1 回理事会以降の理事長・常務理事の職務執行状況、 

第 23 回あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師 

国家試験実施状況 

 

 平成 27 年 3 月 12 日（木） 

平成 27 年度臨時理事会（書面表決） 

決議事項  厚生労働大臣免許保有証について 

      平成 27 年度事業計画書及び収支予算書の変更 

  



平成 26 年度事業報告 

 

 

 

平成 26 年度事業報告には、「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在し

ないので、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第

3項に規定する附属明細書は作成しない。 

 

 

 

平成 27 年 5 月 

公益財団法人 東洋療法研修試験財団 

 


